
京都府警察本部交通部
交通規制課長 姫野 敦秀
（前 京都府 安心・安全まちづくり推進課長）

京都府の総合的な犯罪被害者支援への取組

１ 京都府犯罪被害者サポートチームとは
犯罪被害者等と支援機能を有する様々な機関とを適切に結ぶためのゆるや

かなネットワークシステム（平成20年１月～）。事務局の京都府 安心･安全まちづ
くり推進課を核に、府や市町村、国の機関をはじめ、民間の被害者支援団体や法
律・医療等の専門機関等と連携しながら総合的な支援を実施している。

２ 任務・役割
○ 一人ひとりの犯罪被害者等の話をよく聴き、必要な支援を判断しつつ、被
害者等の状況に応じた支援機関との橋渡しや手助けを行う。

○ 講演活動等を通じて、府民に広く被害者支援の重要性を訴える。

○ 市町村における被害者支援対応窓口の充実・強化を進める。

３ 特徴
○ 被害者相談専用電話の設置

○ 専門職（臨床心理士、社会福祉士、精神保健福祉士）、被害者遺族の配置

○ 自治体における被害者支援対応窓口（担当者）のサポート（被害者支援全
般に関する問い合わせ・相談対応、研修の企画・実施等々）

○ 事務局で相談を受けます。
○ 支援機関を紹介します。
○ 犯罪被害者支援コーディネーターによる面談が必要な場合
は日時・場所を決めます。

○ 犯罪被害者支援コーディネーターが、被害者やそのご家
族等から直接話を聴き、支援機関へつなぎます。

○ 必要に応じて支援機関窓口等への付添いを行います。

サポートチームの流れ
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京都府犯罪被害者サポートチーム関係機関
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１．心身の不調

２．生活上の問題 ４．加害者からの更なる被害

５．捜査・裁判に伴う様々な問題（負担）

事件
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件
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影
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３．周囲の人の言動による傷つき

図； 犯罪被害者支援ハンドブック・モデル案（2009）内閣府

「くらしえん」とは、人々の暮らし（くらし）と支援（しえん）、人
の縁（えにし）を重ね合わせた造語。人々の日常の暮らしが当たり前
に守られる社会の実現を目指し専門職有志によって立ち上げられた。

犯罪被害者等暮らし・支援検討会（くらしえん） とは？
【自己紹介】

大岡 由佳

社会福祉士・精神保健福祉士

武庫川女子大学文学部心理社会福祉学科准教授

民間精神科病院勤務を経て2003年より久留米大学医学部
精神神経科学教室勤務。2008年に博士（保健福祉学）取
得後、帝塚山大学心理福祉学部の助手、講師。2010年よ
り現職。

2009年 内閣府犯罪被害者ハンドブックモデル案作成
ワーキンググループ構成員

2015年に「犯罪被害者等暮らし・支援検討会（くらしえ
ん）」を発足。現在、地方公共団体が担うべき支援の在
り方を国や地方公共団体に提言している。

著書に『こころの健康シリーズⅥ 格差社会とメンタル
ヘルス「犯罪被害者とメンタルヘルス」』（日本精神衛
生会）、『障害福祉現場で働くためのメンタルヘルスハ
ンドブック』一部執筆（かもがわ出版）、『犯罪被害を
受けた子どものための支援ガイド』（金剛出版）など。

地方公共団体犯罪被害者等総合対応窓口の実態調査
（結果）

89.4%が兼務で担当。担当歴は1年未満、１‐2年
未満が最多。

担当の職員数は、1人ないし2人が大多数

対人援助職の資格等を有する担当職員は約1
割

警察との連携はまだ取れているが、司法、医療、
当事者団体との連携は弱い。

過去1年間、相談があった窓口は約2割

回収：計364件／1788 （回収率：20.3％）＜調査概要＞
目的

地方公共団体の総合的対応窓口の全
国調査を行い、その実態とそこから見え
てくる体制整備の課題や方向性を明ら
かにする。
対象

都道府県・市区町村における犯罪被
害者等支援総合的対応窓口の担当者
（都道府県47か所、市区町村1741か所；
計1788か所）
方法

調査内容：地方公共団体の属性、総合
的対応窓口の担当者の属性、過去の相
談件数、取り扱った被害事案、窓口対応
における体制、連携先、総合的対応窓
口を充実させるための課題など
調査期間：2016年2月22日～3月15日。
調査協力の案内を郵送→ WEB回答を
依頼

詳細は次のHPまで： 地方公共団体における犯罪被害者支援総合対応窓口調査報告書
http://kurashien.net/
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犯罪被害者等相談支援マニュアル

はじめて担当になったあなたへ＜行政職員編（第一版）＞

ご参考

相談援助として、相談を受けるものにとって、もっとも大切なこと：

被害者の声を

“聞く”,“訊く”のではなく、

“聴く”姿勢を絶やさないこと

そして、具体的に何ができるか考え、

寄り添い、実質的な支援を行うこと

冊子は下記のweb上からダウンロードできます。

http://kurashien.net/ 

途切れている支援

警察 医療 検察・裁判 医療・福祉弁護士

事件発生

自助G

PSW大会 2015年6月25日(木)
プレ企画４：被害者の“声”に耳を傾けよう

横浜市提供：「行政における犯罪被害者等支援について」

途切れない支援のために
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途切れない支援

事件発生

被害直後から関係する機関が、緩やかにつながり、
被害者を中心に、協働しながら必要な支援を共に考えていく支援

生活全体を見る
視点

パネルディスカッション資料

大岡　由佳　（武庫川女子大学文学部心理・社会福祉学科准教授）
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犯罪者被害者週間 佐賀大会

学校における子どもに対する取り組み

平成２９年１１月１５日

（犯罪被害者支援・子どもを取り巻く環境）

佐賀女子短期大学
地域みらい学科 白濵洋子

学 校

子どもを育み育てる場

教え 育てる 役割

子ども達の姿

・自尊感情が低い
・友達関係の不安・不満
・おとなからの裏切り
・甘えや寂しさを我慢している
・「待つ」「受け入れる」「許す」

心の余裕がない
・ＳＮＳでのトラブル
・助けを求める場所がない
・「語る」ことができない

２００３年 ~

いのちを見つめる

生と死を考える授業

の取り組み

自分を見つめる・人と人の関わり
生きること・自己肯定感を高める

９年間をつなぐ
「こころづくり」の授業 生き方

研究主題
「豊かな人間力を育む

教育活動の展開」

人権教室・道徳（小学部）

いのち なかま 共生

交流活動づくり部授業づくり部

生と死を考える
「いのち」の授業・道徳

（中学部）

有限性 連続性 偶然性

こころ
づくり
部

パネルディスカッション資料

白濵 洋子 (佐賀女子短期大学地域みらい学科准教授）
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「私たちにできる犯罪被害者支援」
とは

・ 寄り添う

・ 二度と繰り返さない教育

（子ども達に関わる教育）
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